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序　　　　　文

　中華人民共和国では経済発展に伴って鉱物資源の需要が急増し、広大な国土に潜在する各種鉱

物資源の開発が急がれている。そのため、最新の科学技術を総合的に駆使して埋蔵資源を発見・

開発する探査技術の開発が急務となり、中華人民共和国政府は新設の現代地球科学研究センター

内に、地球化学的鉱床学の基礎研究を行う鉱物資源探査研究センターを設立して、地球化学的探

査研究の技術移転と研究協力を中心とするプロジェクト方式技術協力を、我が国に要請してきた。

　これを受けて国際協力事業団は、1993 年以降、各種調査を重ねたうえ、1994 年８月、実施協

議調査団が討議議事録（R／D）の署名を取り交わし、同年９月から５年間にわたる「中国鉱物

資源探査研究センター」計画を実施した。同プロジェクトは、当初予定した1999年８月の協力終

了にあたり、終了時評価調査団が調査にあたった結果、プロジェクト開始当初の中華人民共和国

側カウンターパート（C／ P）配置、予算手当、機材供与据え付けの遅れ等、中華人民共和国側

に多くの問題があったことが響いて、当初の目標を達成できないことが明らかになり、協力期間

を２年間延長して目標達成に努めることになった。

　今般は、2001年８月の延長協力期間終了が約５か月後に迫ったことを控えて、2001年３月27日

～４月７日まで、国際協力事業団技術参与 松本 宣彦氏を団長とする終了時評価調査団を現地に

派遣し、中華人民共和国と合同でプロジェクトの最終評価を行うとともに、今後の活動について

協議した。この結果、プロジェクトは着実に成果をあげて成功し、同センターを国際水準にレベ

ルアップする動きも始まっていることが明らかになった。

　本報告書は同調査団の調査・協議結果を取りまとめたもので、今後の国際協力の進展に広く活

用されることを願うものである。

　ここに、本調査にご協力いただいた外務省、文部省、信州大学、東北大学、秋田大学、在中国

日本大使館など、内外関係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き当事業団の活動

に一層のご支援を賜るよう、お願いする次第である。

　平成 13 年５月

国際協力事業団
理事　泉　堅二郎



評価調査結果要約表

案件概要 国名：中華人民共和国

分野：鉱　業

所轄部署：社会開発協力部第一課

（R／D）：1994 年９月１日～

1999年８月31日

（延 長）：1999年９月１日～

2001年８月31日

案件名：鉱物資源探査研究センター

援助形態： プロジェクト方式技術協力

協力金額（無償のみ）：

日本側協力機関：文部科学省、信州大学、

東京大学　東北大学、秋田大学、経済産

業省 地質調査所

協力期間

協力の背景と概要

　中華人民共和国（以下、「中国」と記す）は近年の経済発展に伴い、鉱物資源の消

費量が増大しているが、中国国内における鉱物資源の供給量不足は著しい。広大な面

積をもつ中国は、各鉱物資源の潜在埋蔵量は大きいと考えられ、最新の科学技術を総

合的に駆使した探査技術の開発が進めば、各鉱物資源の発見に寄与するところが大き

いと考えられている。中国科学院は、こうした状況に対応するため、新設の現代地球

科学センターの中に、地球科学的鉱床学の基礎研究を実施する鉱物資源探査研究セン

ターを設立し、地球科学的手法を中心とした探査研究技術の技術移転、研究協力のプ

ロジェクト方式技術協力を我が国に要請してきた。

協力内容

（上位目標）

　中国国内で鉱物資源（特にCu、Au、Ag、希金属、希土類）が発見される。

（プロジェクト目標）

　中国科学院地質、及び地球物理研究所所属の中国鉱物資源探査研究センターにお

いて、鉱物資源（特にCu、Au、Ag、希金属、希土類）の地球科学的手法を主体と

した探査が実施される。

（成　果）

　１．鉱物資源探査に必要な基礎的研究技術が習得される。

　２．鉱床の形成過程等を検討する能力がつく。

　３．推定埋蔵量の地球科学的検討能力がつく。

　４．探査適用区域を指定する能力がつく。

　５．鉱物資源探査を実施するに必要な組織・運営体制が整備される。

　６．鉱物資源探査を実施するに必要な機材が整備される。

（投　入）（評価時点）

　日本側：

　　長期専門家派遣 12名 機材供与 ４億2,500万円

　　短期専門家派遣 57名 ロ－カルコスト負担 3,059万円

　　研修員受入 18名

　相手側：

　　カウンターパート（C／P）配置 50名　ローカルコスト負担  1,716万4,000人民元

　　土地・施設提供　センター施設その他



調査者

調査期間

１．評価の目的

（1）1993年３月、終了時調査団が派遣されて、プロジェクトの活動実績、目標達成度を確認し

たところ、プロジェクト立ち上げ当初の中国側の対応の遅れから、当初目標の達成が難しい

ことが明らかになり、協力期間を２年延長して対応することとなった。2001年８月31日の終

了を控え評価５項目による最終評価を行い、本プロジェクトの計画達成度を把握する。

（2）計画達成度を踏まえ、評価５項目の観点からプロジェクトの評価を行う。

（3）上記の評価結果に基づき、今後の同プロジェクトの展望について相手国実施機関と今後の

活動について協議する。

２．評価の要約

（1）効率性

　　プロジェクト開始後約２年間は、C／Pの配置の遅れや地形図等情報収集上の問題等中国側

の実施体制の不備により活動が滞り、効率性を欠いたが、その後の過程における効率性は高

く、技術移転は比較的円滑に行われている。投入された機材の利用度も全般的に高く、多く

の分析、測定結果を提供している。その成果は、中国国内における初めての試みや世界的レ

ベルに達するものも含んでおり、当初２年間の遅れはあったものの、総じてみれば効率性は

低くないものと判断される。

（2）有効性

　　プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に規定された活動の成果については、各

項目に対応する指標の検証によって、それぞれの成果が得られたものと確認された。これら

の達成により、基礎的な研究領域についてはプロジェクト目標（「地球化学的手法を主体とし

た探査が実施される」）は、おおむね達成されたものと判断される。日中双方によってプロ

ジェクトに投入された機材はおおむね有効に利用され、数多くの試料の分析、測定が行われ、

その分析、測定結果の精度も向上した。これらの結果に基づき、大井鉱床の鉱化背景や鉱化

機制の研究の進展、新しい鉱化の鉱徴発見等の成果をあげた。これらの成果を含めて1995年

以降、年報が作成され、万国地質学会議において発表、報告が行われるなど、プロジェクト

の成果が記録、蓄積され、対外的にも発表され、センターの中国国内における評価が高まり

つつある。なお、希土類については対象となるべき鉱床がなかった。

（3）効　果

　　プロジェクトの活動は、中国国内における基礎科学分野の発展に貢献しており、特に、中

国国内における初めての試みとして酸素、水素同位体の測定を鉱床学、岩石学、鉱物学等に

全面的に応用するなど、新しい技術的手法の導入が行われたことは注目に値する。センター

団長・総括 松本　宣彦 国際協力事業団 技術参与

鉱物学 黒田　吉益 信州大学 名誉教授

資源学 藤巻　宏和 東北大学 理学部 教授

鉱床学 丸山　孝彦 秋田大学 工学資源学部 教授

評価企画 櫻井　友彰 国際協力事業団 社会開発協力部 社会開発協力第一課

評価分析 熊谷　研一 株式会社インダストリアルサービス・

インターナショナル 国際協力部 技術担当部長

2001年３月27日～４月７日 評価種類：終了時評価



が作成する報告書や万国地質学会議における発表等を通じ、プロジェクトは中国科学院をは

じめとする関係機関に、基礎科学の重要性を示したと評価できる。その結果、大学との共同

研究や分析受託が行われるようになるなどの効果をあげている。また、訪日したC／Pは、専

門分野に関する研修ばかりでなく、日本の研究機関の制度、体制や研究者のビヘイビアにつ

いても理解を深め、これがセンターにおける技術者と研究者との相互理解の増進や連携の強

化の重要性に対する意識の醸成につながった。かかる意識の共有が、センターにおける研究

体制の整備と分析・測定の精度向上に引き続き寄与することが期待される。

（4）妥当性

　　中国国内における鉱物資源の消費量の増大、国内における鉱物資源の供給不足は依然とし

て生じており、特に銅資源の不足が著しい。したがって、中国国内で鉱物資源が発見される

ことは極めて高いニーズであって、上位目標の妥当性は不変である。中国の地球化学的な分

野は、地球物理学の分野に比べると、機材の不足もあって立ち遅れていた。中国のような面

積が広大な国においては、まず探査にあたって地球化学的手法を用いた鉱物資源探査を行う

ことが効率的である。よって、地球化学的分野における探査能力向上のニーズは、鉱物資源

探査能力を総合的に向上させる意味からも依然として高く、プロジェクト目標は現時点にお

いても妥当性を有している。

（5）自立発展性

　　機材、分析・測定の技術も移転され、基礎技術の向上が図られ、プロジェクトの終了後も

自ら研究活動を実施していくことは可能である。今後４年間の中国側の計画によれば、現在

のセンターの人員と同等の人員を継続的に配置することとしており、また、中国科学院はセ

ンター運営のため、毎年200万元以上の経費を与え、それが年々拡充されていることから、人

的な面からも、財政的な面からも自立発展性に問題は生じないと考えられる。現在、中国科

学院は基礎科学の重要性にかんがみ、「知識創新行程」を推進し、科学基地の建設計画を進め

ており、政策的見地からも今後の自立発展が期待できると思われる。

３．効果発現に貢献した要因

（1）日本側に起因する要因

・水素同位体の測定を鉱床学、岩石学、鉱物学等に全面的に応用するなど、中国国内におい

て初の試みを行った点。

・日本国内におけるC／P研修によって、測定から分析・解析、判定、利用までを１研究者

が責任をもって通して行うなど、研究に対する基本姿勢を移転することができた点。　

（2）相手方に起因する要因

・訪日研修を行ったC／Pは、帰国後にセミナーを開き、移転された技術をC／P内で共有

するようにした点。

・中国科学院がプロジェクトのローカルコストをある程度負担することができた点。

４．問題点及び問題を惹起した要因

（1）日本側に起因する要因

・プロジェクトの構想・計画から実施までの期間が短く、中国側との十分な協議が行えなかっ

た点。



（2）相手方に起因する要因

・協力開始から２年間はC／P配置の遅れ、予算措置の問題、実施責任者の不在等の状況が

あり、日本側の再三の申し入れにもかかわらず改善努力が十分でなかった点。

５．教　訓（新規案件、現在実施中の他の案件へのフィードバック）

　新たな組織・機構を設立するプロジェクトは、十分な準備とC／P配置、予算面等につき、開始

以前に十分な調整を行うこと。

６．提　言〔評価対象案件へのフィードバック（延長、フォローアップ協力の必要性等）〕

（1）微量元素等を対象とする測定や分析にあたっては、その精度を確保し、かつ得られたデー

タを正しく判定するため、試料の準備から分析に至る過程に細心の注意が必要である。現在、

研究者と技術者間の研究に対する意思の疎通は深まりつつあるが、センターの学術レベルを

国際水準に引き上げるためには、先進国で行われているように研究者の実験に対する細部に

わたっての責任が不可欠となる。この点から、技術者と研究者との間の相互理解を更に密に

するべきである。

（2）中国科学院は、中国における基礎科学の発展のため、今後ともセンターの活動を推進する

ために必要とされる人的、財政的、政策的支援を継続的に行うべきである。

（3）センターに供与されている機材は、その種類、仕様ともに世界的にみても高水準にある。セ

ンターはこれらの機材を今後とも効率的に活用するため、今後必要と予想される消耗品、ス

ペアパーツ等を確保し、また、老朽化する機材の修理・更新計画を立案、実施し、必要に応

じ、技術者の増員を行い、適材適所の配置を行うなど、中国科学院からの財政的、人的支援

を含め最大限の努力を行う必要がある。
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第１章　終了時評価調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　中華人民共和国（以下、「中国」と記す）は近年の経済発展に伴い、鉱物資源の消費量が増大

しているが、中国国内における鉱物資源の供給量不足は著しい。広大な面積をもつ中国は、各種

鉱物資源の潜在埋蔵量は大きいと考えられ、最新の科学技術を総合的に駆使した探査技術の開発

が進めば、各種鉱物資源の発見に寄与するところが大きいと考えられている。中国科学院は、こ

うした状況に対応するため、新設の現代地球科学研究センターの中に、地球化学的鉱床学の基礎

研究を実施する鉱物資源探査研究センターを設立し、地球化学的手法を中心とした探査研究技術

の技術移転、研究協力を行ってほしいとして、我が国にプロジェクト方式技術協力を要請してき

た。

　これを受けて国際協力事業団（JICA）は、1993年 10月に事前調査団、1994年４月には長期調

査員を派遣し、これらの調査結果を踏まえて1994年８月、実施協議調査団が討議議事録（Record

of Discussions : R／D）の署名を取り交わした結果、「中国鉱物資源探査研究センター」プロジェ

クトが1994年９月１日から５年間の予定で開始され、資源学、鉱床学等の分野で地球化学的手法

による探査を行うための協力が実施されてきた。

　本プロジェクトについては1996年５月、進捗状況の調査・把握等を目的に、計画打合せ調査団

が、1997年 10月にはプロジェクトの中間評価、及び協力終了までの実施計画検討を目的に巡回

指導調査団が派遣された。さらに1999年３月、終了時評価調査団が派遣されて、プロジェクトの

活動実績、目標達成度等を確認したところ、プロジェクト立ち上げ当初の中国側の対応の遅れか

ら、当初目標の達成が難しいことが明らかになり、協力期間を２年間延長して対応することと

なった。

　今般は、協力期間も残り約５か月となったので、評価５項目による最終評価を行い、本プロ

ジェクトの目標達成度、妥当性を検証するとともに、同センターの今後の活動について協議する

ため、終了時評価調査団が派遣された。

　本調査団の主な調査内容は、以下のとおりである。

（1）プロジェクト活動の確認

1）　プロジェクトの運営維持管理体制、予算管理の確認

2）　専門家派遣、機材等日本側投入の確認

3）　予算措置、カウンターパート（C ／ P）配置等中国側投入の確認

4）　供与機材の管理状況、使用状況の確認

5）　プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に沿って、各項目ごとにプロジェクト活
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動の実績確認

（2）評　価

　プロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）手法の評価５項目（目標達成度、効果、実

施の効率性、計画の妥当性、自立発展性）の観点から評価を行い、問題点の指摘と今後に対する

提言を行う。

１－２　調査団の構成

（1）松本 宣彦、団長、総括、国際協力事業団 技術参与

（Mr. Norihiko Matsumoto, Leader, JICA, Special Technical Assistant to the President）

（2）黒田 吉益、鉱物学、信州大学 名誉教授

（Dr. Yoshimasu Kuroda, Mineralogy, Professor Emeritus, Shinshu University）

（3）藤巻 宏和、資源学、東北大学 理学部 教授

（Dr. Hirokazu Fujimaki, Tohoku University, Faculty of Science, Professor）

（4）丸山 孝彦、鉱床学、秋田大学 工学資源学部 教授

（Dr. Takahiko Maruyama, Economic Geology, Akita University, Faculty of Engineering and

Resource Science, Professor）

（5）櫻井 友彰、評価企画、国際協力事業団 社会開発協力部 社会開発協力第一課

（Mr. Tomoaki Sakurai, Evaluation and Planning, Staff, First Technical Cooperation Division, Social

Development Cooperation Departrment, JICA）

（6）熊谷 研一、評価分析、株式会社 インダストリアルサービス・インターナショナル

国際協力部 技術担当部長

（Mr. Kenichi Kumagai, Evaluation and Analysis, General Maneger, International Cooperation Dept,

Industrial Service International Inc.）
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１－３　調査日程

月　日

３月 27日

３月 28日

３月 29日

３月 30日

３月 31日

４月 １日

４月 ２日

４月 ３日

４月 ４日

４月 ５日

４月 ６日

４月 ７日

曜日

火

水

木

金

土

日

月

火

水

木

金

土

移動及び業務

東京 10:35 → 北京 13:35（NH905便）

午前 在中国日本大使館表敬

JICA 中国事務所打合せ

午後 鉱物資源探査研究センター表敬

日本人専門家と打合せ

中国科学院表敬

終日 中国側と協議

終日 中国側と協議

資料整理、団内打合せ

資料整理、団内打合せ

午前 C／Pヒアリング

（鉱物学、資源学、鉱床学団員）

午後 中国側と協議

（総括、評価企画、評価分析団員）

終日 中国側と協議

午前 中国側と協議

午後 協議覚書内容協議

終日 協議覚書内容協議

午前 合同調整委員会

午後 協議覚書署名・交換

在中国日本大使館報告

JICA 中国事務所報告

午前 日本人専門家と打合せ

午後 北京 15:00 → 東京 19:20（NH906便）

日順

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12
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１－４　主要面談者

〔中国側〕

　　明国 代表団団長 中国鉱物資源探査研究センター 主任

孫　世華 代表団団員 中国鉱物資源探査研究センター 副主任

趙　永仁 代表団団員 中国科学院国際合作局 副局長

張　松林 代表団団員 中国科学院国際合作局 官員

白　寧 代表団団員 中国科学院国際合作局 官員

範　蔚茗 代表団団員 中国科学院資源環境科学と技術局 副局長

黄　鼎成 代表団団員 中国科学院資源環境科学と技術局 研究員

張　金東 代表団団員 中国科学院資源環境科学と技術局 官員

王　京彬 代表団団員 中国有色金属工業総公司 地質総局

霍　衛国 中国鉱物資源探査研究センター 高級工程師

常　旭 中国鉱物資源探査研究センター 教授

劉　建明 中国鉱物資源探査研究センター 教授

覃　功炯 中国鉱物資源探査研究センター 教授

〔日本側〕

（1）日本大使館

秋庭　英人 一等書記官

（2）JICA 中国事務所

櫻田　幸久 所　長

神谷　克彦 次　長

前川　憲治 所　員

１－５　終了時評価の方法

（1）合同評価

　　終了時評価は、本調査団と中国科学院が組織した中国側代表団、並びにプロジェクト関係者

により、合同で行われた。評価者名簿は以下のとおりである。

〔日本側〕

松本　宣彦 調査団団長 JICA 技術参与

黒田　吉益 調査団団員プロジェクト国内支援委員会 委員長・信州大学 名誉教授

藤巻　宏和 調査団団員プロジェクト国内支援委員会 委員・東北大学 理学部 教授
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丸山　孝彦 調査団団員 プロジェクト国内支援委員会 委員・秋田大学 工学資源学部 教授

櫻井　友彰 調査団団員 JICA 社会開発協力部 社会開発協力第一課

熊谷　研一 調査団団員株式会社インダストリアルサービス・インターナショナル

国際協力部 技術担当部長

秋山　伸一 中国鉱物資源探査研究センター チーフアドバイザー

野飼　和弘 中国鉱物資源探査研究センター 業務調整員

河内　洋佑 中国鉱物資源探査研究センター 長期専門家

上本　武 中国鉱物資源探査研究センター 長期専門家

本間　弘次 中国鉱物資源探査研究センター 長期専門家

島崎　英彦 中国鉱物資源探査研究センター 長期専門家

〔中国側〕

　　明国 代表団団長中国鉱物資源探査研究センター 主任

孫　世華 代表団団員中国鉱物資源探査研究センター 副主任

趙　永仁 代表団団員中国科学院 国際合作局 副局長

張　松林 代表団団員中国科学院 国際合作局 官員

白　寧 代表団団員中国科学院 国際合作局 官員

範　蔚茗 代表団団員中国科学院 資源環境科学と技術局 副局長

黄　鼎成 代表団団員中国科学院 資源環境科学と技術局 研究員

張　金東 代表団団員中国科学院 資源環境科学と技術局 官員

王　京彬 代表団団員中国有色金属工業総公司 地質総局

霍　衛国 中国鉱物資源探査研究センター 高級工程師

常　旭 中国鉱物資源探査研究センター 教授

劉　建明 中国鉱物資源探査研究センター 教授

覃　功炯 中国鉱物資源探査研究センター 教授

（2）評価方法

　　評価は、PDMに示された投入、活動、成果、プロジェクト目標等について、計画達成度を把

握・評価したうえで、以下の PCM 評価５項目の観点から総合評価を行った。

1）　目標達成度：プロジェクトの成果の達成度合いと、それがプロジェクト目標の達成にど

の程度結びついたかにより評価する。

2）　効果：プロジェクトの実施によりどのような正・負の効果が直接的、間接的に生じたか

によって評価する。
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3）　実施の効率性：投入がどれだけ効率的に成果に、転換されたかによって評価する。

4）　計画の妥当性：プロジェクト開始時に設定されたプロジェクト目標、上位目標、成果等

が評価時点においても妥当であるかどうかによって評価する。

5）　自立発展性：プロジェクト終了後、プロジェクトによってもたらされた成果や効果が持

続的に維持、あるいは拡大再生産されるかどうかによって評価する。

　評価にあたって参照した資料は次のとおりである。

・討議議事録（R ／ D）

・暫定実施計画（TSI）

・年間実施計画書（APO）

・プロジェクト実施期間中に開確された協議の議事録

・プロジェクト実施期間中に作成された報告書

・評価調査中の一連の協議・インタビュー結果

・前回終了時評価調査団との協議で見直しを行い、合意された PDM
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第２章　総　括

　本調査団は2001年３月27日から４月７日までの日程で中国を訪問し、「鉱物資源探査研究セン

ター」プロジェクトに係る終了時評価調査を、中国側並びにプロジェクト関係者と合同で行った。

その結果、本プロジェクトは概して成功し、効果をあげていると判断された。２年間の延長の原

因であった積み残し部分についても、専門家とカウンターパート（C／ P）双方の努力で、活動

は円滑に実施され、機材並びに組織・運営体制が整備されて、近代的地球化学実験システムが構

築された。その成果として地質学、岩石学、鉱物学、鉱床学、鉱物資源学、地球化学の各研究分

野で調査研究の成果が出ており、これらの成果はC／Pによる論文発表等を通じて具体化されて

いる。このことは、地球化学的手法を主体とする鉱物資源探査に必要な基礎が習得されたことを

意味する。若手研究者が養成されて同センターの研究体制は強化されつつあり、今後は国際的水

準へのレベルアップを図るべく動き出すなど、中国側のオーナーシップが形成されつつある。

　合同評価チームは、これらの評価結果を協議覚書（付属資料１．参照）に取りまとめて日中双

方が署名を取り交わしたうえ、両国関係機関に報告した。

　本終了時評価調査結果の要旨は、以下のとおりである。

（1）５項目評価結果

1）　目標達成度

　　プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に規定された活動は、各項目に対応する

指標の検証で、それぞれ成果をあげたと確認された。これらの達成により、基礎的研究領域

のプロジェクト目標（「地球化学的手法を主体とした探査が実施される」）は、おおむね達成

されたと判断される。日中双方がプロジェクトに投入した機材は、おおむね有効に利用さ

れ、数多くの試料の分析、測定が行われて、その精度も向上した。これらの結果に基づき、

特定モデル地域である華北台地北部・大井鉱床では、鉱化背景や鉱化機制研究の進展、新し

い鉱化の鉱徴発見等の成果をあげた。これらの成果を含めて1995年以降、年報が作成され、

万国地質学会議で発表・報告が行われるなど、プロジェクトの成果が記録、蓄積され、対外

発表もされて、センターの中国国内における評価が高まりつつある。なお、希土類について

は対象となるべき鉱床がなかった。

2）　効　果

　　プロジェクトの活動は、中国国内における基礎科学分野の発展に貢献しており、特に、中

国初の試みとして酸素、水素同位体測定を鉱床学、岩石学、鉱物学等に全面的に応用するな

ど、新しい技術的手法の導入が行われたことは注目に値する。センターが作成する報告書

や万国地質学会議における発表等を通じ、プロジェクトは中国科学院をはじめとする関係機
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関に、基礎科学の重要性を示したと評価できる。その結果、大学との共同研究や分析受託が

行われるようになるなどの効果をあげている。また、訪日したC／Pは、専門分野の研修ば

かりでなく、日本の研究機関の制度、体制や研究者のビヘイビアについても理解を深め、こ

れがセンターにおける技術者と研究者との相互理解の増進や、連携強化の重要性に対する意

識の醸成につながった。かかる意識の共有が、センターにおける研究体制整備と分析・測定

の精度向上に、引き続き寄与すると期待される。

3）　実施の効率性

　　プロジェクト開始後約２年間は、C／Pの配置の遅れや地形図等情報収集上の問題など、

中国側の実施体制の不備により活動が滞り、効率性を欠いたが、その後の過程における効率

性は高く、技術移転は比較的円滑に行われている。投入された機材の利用度も全般的に高

く、多くの分析、測定結果を提供している。その成果は、中国国内における初の試みや世界

的レベルに達するものも含んでおり、当初２年間の遅れはあったものの、総じて効率性は低

くないと判断される。

4）　計画の妥当性

　　中国国内における鉱物資源の消費量増大、国内における鉱物資源の供給不足は依然として

生じており、特に銅資源の不足が著しい。したがって、中国国内の鉱物資源発見は極めて高

いニーズであり、上位目標の妥当性は不変である。中国の地球化学的な分野は、地球物理学

の分野に比べると、機材不足もあって立ち遅れていた。中国のように面積が広大な国では、

まず探査にあたって地球化学的手法を用いた鉱物資源探査を行うことが効率的である。よっ

て、地球化学的分野における探査能力向上のニーズは、鉱物資源探査能力を総合的に向上さ

せる意味からも依然高く、プロジェクト目標は現時点でも妥当性を有している。

5）　自立発展性

A．機材の保守管理はおおむね良好であり、分析、測定の技術も移転され、基礎技術の向上

が図られているので、プロジェクト終了後も自ら研究活動を実施していくことは可能と認

められる。

B．今後４年間の中国側の計画によれば、現在のセンターの人員と同等の人員を継続配置す

るとされており、また、中国科学院はセンター運営のため、毎年 200万元以上の経費を与

え、それが年々拡充されているので、人的にも財政的にも、自立発展性に問題は生じない

と考えられる。

C．現在、中国科学院は基礎科学の重要性にかんがみ、「知識創新工程」を推進し、科学基地

の建設計画を進めているが、プロジェクト目標はこの政策に合致していると認められるの

で、政策的見地からも今後の自立発展が期待できる。また、中国科学院はセンターの研究

レベルができるだけ早く国際水準に達するよう、センターを鉱物資源探査のための「国際
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開放実験室」とすべく準備を進めており、各般の支援が期待できるので、組織面でも自立

発展性が助長されるとみられる。かかる国際化の流れのなかで、2001年６月にはセンター

独自の予算でロシア連邦、モンゴル国、ルーマニア等諸国の研修員を招いてトレーニング

を実施する予定とのことであり、これはセンターの自立発展への確かなステップと評価し

得る。必要に応じ、今後も日中の継続的な協力があれば、自立発展性はより確固としたも

のになると判断する。

D．ただし、今後機材の老朽化が予想されるので、これに対処できる体制を整えることが重

要であり、さもなければ、自立発展性が阻害されることも考えられる。

（2）提　言

1）　微量元素等を対象とする測定や分析にあたっては、その精度を確保し、かつ得られたデー

タを正しく判定するため、試料の準備から分析に至る過程に細心の注意が必要である。現

在、研究者と技術者間の研究に対する意思の疎通は深まりつつあるが、センターの学術レベ

ルを国際水準に引き上げるためには、先進国で行われているように、研究者が実験の細部に

わたって責任をもつことが不可欠となる。この点から、技術者と研究者の間の相互理解を更

に密にするべきである。

2）　中国科学院は中国における基礎科学の発展のため、今後ともセンター活動推進に必要な

人的、財政的、政策的支援を継続して行うべきである。

3）　センターに供与されている機材は、その種類、仕様とも世界的に見て高水準である。セ

ンターはこれらの機材を今後とも効率的に活用するため、必要と予想される消耗品、スペア

パーツ等を確保し、また、老朽化する機材の修理・更新計画を立案、実施し、必要に応じて

技術者の増員を行い、適材適所の配置を行うなど科学院からの財政的、人的支援を含め、最

大限の努力を行う必要がある。

（3）教　訓

　　プロジェクト開始にあたっては、建物、施設、職員を含めて新規に準備する必要があった。

これができなかったため、必要な組織・運営体制の整備に予想を超える時間が必要になり、当

初約２年間はプロジェクト活動が滞る状態となった。その結果、５年間の時間を必要としたプ

ロジェクト活動に支障をきたし、２年間の延長を行わざるを得なくなった。今後は、プロジェ

クト実施以前の準備期間を十分考慮のうえ、プロジェクトを開始すべきである。
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（4）その他

1）　個別専門家派遣の要望

　　中国側は、モデル地域で成立した「研究モデル」を拡大応用して、センター本来の課題で

ある「華北北部の地質と鉱物資源の研究」を実施すること、なかでも中国に不足している銅

資源の調査研究に重点を置きたいとして、広域地質学及び鉱床学分野を担当・指導する個別

専門家の協力を希望している。個別専門家の派遣で、これまでに培われた本分野における日

中協力関係を引き続き維持、継続し、これまでに得られた基礎的研究成果を更に発展させて

いくことは、中国側が指向しているセンターの国際化や自立発展をサポートするとともに、

プロジェクトの上位目標への道筋ともなる。このため本調査団は、プロジェクトの成果を更

に揺るぎないものとするうえで、個別専門家派遣は必要かつ有意義なことと考える。

2）　第三国研修の可能性

　　既述のとおり、2001年６月からセンター独自の予算でロシア連邦、モンゴル国、ルーマニ

ア等の諸国から研修員を受入れ、トレーニングコース（セミナー）を開設する予定がある。

他方、我が国にもタジキスタン共和国等中央アジア諸国から５年間に500名の研修員を受入

れる計画があるので、その一部を 2002 年度以降、同センターで受入れる（第三国研修）可

能性が検討されているようである。中国側も第三国研修の実施に前向きな姿勢を示している

ので、これが実施されれば、プロジェクトの成果をベースにした発展へのステップとして、

評価できると考える。
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第３章　計画達成度

　本プロジェクトの評価にあたっては、２年前の終了時調査の時点から、活動、成果に計画変更

がなかったため、前回終了時調査に使用したプロジェクト・デザイン・マトリクス（PDM）をそ

のまま使用した。

　また、今回調査の活動・成果に関しては、前回移転（実施）中あるいは未着手の以下の項目に

特に重点をおいた。（括弧内は前回終了時評価時点での進捗状況）

〈成果１　基礎的研究技術の向上〉

活動 a）化学分析・安定同位体の測定（1999 年完了予定）

b）年代測定（1999 年完了予定）

c）主成分・微量成分分析、統計処理（1999 年完了予定）

〈成果２　鉱床生成過程の検討〉

活動 a）成因の異なる岩石の鉱物中の包有物性質測定と鉱床データとの比較（移転中）

b）地質学的過程における流体の特徴の調査と鉱床形成作用の地質学的過程での位

置づけ（移転中）

c）地球内部、表層部における流体の時代的・空間的変化の検討（未実施）

〈成果３　推定埋蔵量の地球化学的検討〉

活動 a）異なった種類の鉱床についての流体の特徴を細分化（移転中）

b）同じ鉱床内での流体の性質の時間的、空間的変化の調査（未実施）

c）鉱床の母岩の流体と鉱床形成流体との関係の調査（未実施）

〈成果４　探査適用区域の広域地質学的検討〉

活動 a）地質構造運動と鉱床形成の関係のフィールドにおける検討（移転中）

b）鉱床賦存可能地域の元素の各岩石中の含有量等高線図の作成（未実施）

c）これらの鉱床に関係したデータバンクの確立（未実施）

　本プロジェクトの最終的な計画達成度は以下のとおりである。

３－１　投　入

（1）日本側投入

1）　専門家派遣

A．長期専門家（派遣８名、349 人月）（2000 年 12 月末現在）

　　プロジェクト開始後の 1994年 10月７日に調整員が赴任、同年10月 17日にチーフアド

バイザー及び鉱床学・鉱物学の専門家１名が着任、計３名の陣容でスタートした。

　　1996 年４月からは地質学の専門家１名が加わり４名の陣容となった｡　
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　　1996年後期にはチーフアドバイザー、調整員が交代、鉱床学・鉱物学の専門家が帰国し

て、チーフアドバイザー、技術顧問、調整員､地質学の４名体制となった。

　　1997年にはチーフアドバイザーが交代、更に地質学の専門家と技術顧問が任を終え、代

わりに岩石学･鉱物学の専門家、鉱床学の専門家が就任して、４名体制が維持された｡

　　1998 年には地球化学の専門家２名が加わって長期専門家は６名に増加した。

　　1999 年には地球化学の専門家１名が鉱物資源学・鉱床学の専門家と交代。

　　プロジェクト終了まで６名の長期専門家体制が維持される。

B．短期専門家（延べ 57 名、86 人月）

　　1995 年８月に第１回の短期専門家が派遣された。岩石学３名、鉱床学１名、資源工学

１名と地球化学１名の計６名で、野外調査の指導が行われたほか､偏光顕微鏡の指導と加

熱冷却装置の据え付け指導が行われた。

　　1996年度は鉱床学1名、岩石学１名、地球化学２名、機器メーカーより２名、計７名が

派遣され、野外調査指導、蛍光X線・電子プローブ微量分析機（EPMA）及び炭素同位体

抽出装置の据え付け調整、蛍光X線による成分分析方法と固体質量分析による年代測定法

の指導が行われた。

　　1997年度は岩石学２名、鉱物学１名、鉱床学１名、地球化学１名及び機器メーカーより

３名合計８名で、野外調査指導、クリーン実験室設置工事及び珪酸塩中の酸素抽出装置の

設計、蛍光X線による成分分析法・X線回折及びEPMAによる鉱物分析･固体質量分析法

等の指導が行われた。

　　1998 年度の派遣は９名で内訳は地質学１名、鉱床学２名、鉱物学延べ２名、岩石学

１名、地球化学３名であった。1997 年 11 月に鉱床形成モデル地区が設定され、短期専門

家の主力はモデル地区の野外調査とその研究に置かれた。また、フーリエ変換顕微赤外分

析法による鉱物分析・蛍光 X線・水素同位体研究等の指導が行われた。

　　1999 年度は地質学１名、鉱床学１名、鉱物学１名、岩石学１名､地球化学延べ７名の計

11名が派遣され、鉱床形成モデル地区に関する各種研究が行われたほか、薄片製作・誘導

結合高周波プラズマ質量分析（ICP/MS）の指導がなされた。

　　2000年度は地質学１名、鉱床学３名、鉱物学１名、岩石学延べ２名、鉱物資源学延べ２名、

地球化学７名､計 16 名が派遣され、鉱床形成モデル地域の各種解析の指導にあたった｡

C．評　価

　　長期、短期いずれも各分野の研究･技術に高水準の専門家が派遣され、期待された成果

（技術移転）を達成している。

　　また、長期専門家が昼夜を問わず研究に励み、かつ機器のトラブルにも積極的に取り組

み改善を加えていく姿勢は、中国側から高い評価を得ている。
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　　以上の点から、専門家の投入は妥当であったと判断する。

　　なお、短期の専門家が大学の先生であったため、やむを得ないことながら、夏に専門家

派遣が集中した。これに対し中国側は、野外調査の天候（雨期）、夏休みが取れなかった

ことなど若干の不満をもっていたが、技術移転面では支障を生じていない。

2）　カウンターパート（C／ P）訪日研修　(18 名、61 人月)

A．研　修

　　1994 年度の準高級視察型研修員２名のC／ P研修を皮切りに、1995 年度は鉱床学及び

岩石学の研修員３名を受入れ、野外地質調査及び機器分析（X線回折、固体質量分析計、

EPMA 等）の技術移転を行った｡

　　1996 年２名（地球化学､鉱床学）に対して流体包有物抽出、EPMA・X 線回折による分

析法の指導が行われた。

　　1997 年は３名に鉱床学、鉱物資源学、地球化学の研修が行われ、EPMA・固体マス等の

機器分析、地理情報システム（GIS）を用いた地質データの処理、流体包有物の抽出など

の技術移転が行われた。

　　1998年は４名（地球化学２名、岩石学､鉱物学）に対して、野外地質調査方法、ICP/MS・

EPMA・フーリエ変換顕微赤外等を利用した分析手法の指導が行われた。

　　1999年には地球化学分野研修員２名に、気体質量分析計及び四重極質量分析計を用いた

手法が移転された。

　　2000年度は２名に地球化学の地質学研修を行い、地質構造分析の基礎研究、固体質量分

析計による年代測定法の指導が行われた。

　　研修は秋田大学、東北大学､信州大学をはじめ、室蘭工業大学、東京大学､大阪私立大

学、地質調査所等で行われた。

B．評　価

　　研修内容は、前回調査で明らかなようにいずれも本人の専門、若しくは希望した内容と

一致しており、研修員はほぼ満足している。

　　また、先進国の研究環境で学び、あるいは異なった文化に接することは、中国で日本の

専門家から学ぶこととは別の収穫がある。研修先の設備では、センターのものより古い設

備が良く維持されて使いこなされている点も、C／Pにとって勉強になった。日本に多く

の友人ができ、学術交流に役立っているなど、中国側の研修に対する評価は高い。

　日本の受入先側の研修員に対する評価も、熱心かつ意欲的であったと高い。

　　研修員 18 名のうち、２名（元センター主任及び技術者）がセンターを離れたほかは、

いずれも現在センターに在籍して、研究・技術と各々の分野において活躍している。

　　以上の点から C／ P 研修への投入は妥当であったといえる。
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　　研修期間について中国側から３か月の研修では、日本に慣れるまでに２か月ほどを要

し、いざ本格的に学ぼうとする頃には帰国が差し迫っている、実研修日数を十分取れるよ

う研修期間は６か月程度にしてほしい、との要望があった。また日本の受入先からも、研

修内容によっては、３か月では短いとの意見が出された。　

　　さらに中国側は、プロジェクト前半に研修員の受入れを多くする方が､プロジェクト推

進上望ましいと述べた。

　　研修期間､時期については、プロジェクト開始前に研修内容を吟味し､全期間にわたって

計画しておくことが望ましい｡

3）　機材供与（約４億 2,500 万円、ほかに現地購入資機材 13 万人民元）

A．機材供与

　　到着ベースで計算した年度（４～３月）別投入金額と主要機器設備を表－１に示す。

表－１　機材供与

　　討議議事録（R／D）からの主な変更点は、①　レーザーラマン分光分析計を ICP/MSに

変更した、②　水素及び酸素抽出装置を追加した、③　計算機についてはプロジェクト前半

に購入を予定していたが、前半は処理データがさほど多くなかったこと、計算機の発達速度

が速く機種をなかなか絞り込めなかったことから、後半に購入がずれ込んだなどである。

B．評　価

　　機材供与のタイミングについては一部に遅れがあった（前回調査報告）ものの、ほぼ予

定どおりに発注・納入された。

　　また､入荷した機器の機械的初期故障は発現しなかった。

年　度

1995

1996

1997

1998

1999

2000

金額（万円）

6,291

１億9,276

１億2,817

2,810

685

610

主要機材・装置

X線回折､鉱物分離､水素抽出､薄片製作設備､偏光顕微鏡、

自動車

蛍光X線､固体マス､気体マス､EPMA､示差熱分析､イオンク

ロマト

クリーン実験室、フーリエ変換顕微赤外分析、ICP/MS、自

動車

原子吸光分光光度、酸素抽出部品、振動ミル、マイクロフィ

シャー､ガスクロマト
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　　日本からの輸入に関しては、該当するすべての機器に関して免税措置がとられた。

　　以上、納入に関しては順調に行われたと評価できる。

　　購入機器は、R／Dを基礎に日中双方のプロジェクト関係者が協議して選定した。その

結果購入機器に変更、追加が発生、投入費用は当初の３億 3,000 万円を上回ったが、全般

的には、酸素・水素抽出装置のような、世界でもトップクラスの装置をもった完全な地球

化学探査研究システムで、精度の高い測定データを得ることのできる設備となっており、

妥当な投入であったと評価する。

　　購入された機器は、若干使用頻度の低いものがあるがすべて使用されており、この点に

おいても投入は妥当であったといえる。

　　なお、日中双方の研究者から、供与したEPMAは鉱物の分析には不適な面があり（透過

範囲、ソフト）実用化にかなりの手間を要したことが指摘された。装置によっては、機種

の選定にあたり研究者と JICA 担当者の間で、より細かいスペックの詰めが必要であるこ

とを指摘しておきたい。

（2）中国側投入

　1）　C ／ P 及び事務局職員の配置

　A．C ／ P の配置　

　　中国側のプロジェクト構成人員推移を表－２に示す。

表－２　1994 ～ 2001 年度　中国側人員配置

1994年

1995年

1996年

1997年

1998年

1999年

2000年

2001年

事務室

４

６

６

５

５

５

５

５

指　導

委員会

１

１

６

６

６

６

８

８

研究者

２

９

12

12

12

12

20

20

技術者

６

９

11

10

９

９

ポスト

ドクター

２

３

２

２

２

研究生

１

３

５

５

３

４

客　員

１

３

６

６

４

３

２

合　計

７

17

34

43

48

44

50

50

この表のうち、研究者（センター主任及び副主任を含む）と技術者がC／Pである。

　　1994 年９月プロジェクト発足時期には C／ P はセンター主任、同副主任、事務主任の

３名のみという状態が1995 年３月まで続いた。その後C／ P人員は追加されたものの、

兼務でセンター常駐ではないなど、1996 年２月までは十分な人数の C／ P が配置されな
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かった。このC／Pの配置の遅れは、プロジェクトが２年遅れた要因の１つであった（前

回調査団報告）。

　　その後、実験設備の完備に伴い人員も拡充され、現在はC／ P29名、事務員５名のほか

にポストドクター、研究生、客員研究者などもセンターで研究に従事しており、指導委員

を含めれば、プロジェクト構成人員は 50 名になっている。

　　一方、中国政府の組織改革方針に従い、中国科学院では「知識創新工程」という組織統

廃合を含む内部改革（120 ある研究所を 80 程度に、１研究所当たり 1,000 ～ 2,000 名の人

員を 200 ～ 300 名とする計画）に着手した。

　　この結果、センターの所属する地質及び地球物理研究所において、定員の３分の２が削

減され、地球動力学高温高圧開放実験室が廃止になった。

　　本センターにおいては、事務室等の管理部門・食堂等のサービスに従事している者は別

組織として切り離される。

　　センターに残る研究者･技術者のうち、業務評価に合格した３分の１は新しい改革の組

織に入る（創新基地内）。創新基地内の研究者･技術者に対しては改革前の２～３倍の研究

費が与えられる。他方、残り３分の２（多くは高年齢又は低学歴あるいは研究と直接関連

のない者）は創新基地外とするが、改革前と同等の研究費が支払われる。

　　技術者は９名（うち１名は日本留学中のため実質８名）のうち６名、研究者は 20 名の

うち３名が基地外に置かれている。技術者その他の間接人員については、中国科学院の指

標（全体の10％以下）に従った。技術者の最適人員については、センターとして検討中で

ある｡

　　ちなみに創新基地内外を問わず、雇用形態はこの改革前に採用した者は終身雇用、改革

後、雇用した者は４年契約で８年以上勤めることができた者は終身雇用に移行する。

B．評　価

　　プロジェクト開始後２年間は人数、構成等に問題があったが、それ以降は人員が補充さ

れ、C／Pの人数、定着率、研究者・技術者の質も高く、妥当なレベルにあると判断する。

　　一方、近い将来の問題として、技術者の多くが基地外に置かれ、長期の雇用が確実には

保証されていないこと、あるいは高年齢者の後継者が明確になっていないことが懸念され

る。科学院の指標もあり困難の多いことは理解できるが、技術者の最適人員の検討は重要

な要素である。

2）　施設整備

A．施設整備

　　中国側はプロジェクト活動に必要な研究室、実験室、会議室、日本人専門家執務室を提

供した。
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　　年別に主要なものを述べれば、以下のとおりである。

1995 年 ・実験室の二重窓取り付け及び空調整備工事（２室）

・鉱物粉砕･薄片作製室の整備

1996 年 ・300KVA電力増強

・化学実験室の整備

・長期専門家及び短期専門家執務室の整備

1997 年 ・クリーンルーム実験室及び ICP/MS 室の整備

1998 年 ・クリーンルームの拡充・整備及びサンプル管理室の整備

B．評　価

　　中国側実施体制の不備により、機材が既に到着していても、基礎工事が終了してその運

転が開始されたのは1996年10月である。すなわち、X線回折装置をはじめとする1994年度

機材供与（1995 年７月到着）は到着後約１年あまり、また蛍光 X線分析装置をはじめと

する 1995 年度機材供与（1996 年５月到着）も到着後約半年の期間を経てようやく据え付

け、運転開始に入ることができた（前回調査報告）。このハード面の整備の遅れがプロジェ

クト遅延の一因となった。

　　1999年の３月末、すなわち前回調査時点においては、施設整備はほぼ満足できる状態に

なっており、その後、プロジェクト活動を阻害するような施設整備上の問題は生じていな

い。

　　したがって、整備には時間を要したものの、プロジェクト活動に必要な設備の整備は妥

当であったといえる。

3）　施設・運営経費

A．施設・運営経費

　　1993 ～ 2000 年までの予算の及び経費実績を表－３に示す。
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表－３　鉱物資源探査研究センター収支表（暦年ベース）

金額　1,000人民元

収
　
入

年度

１．プロジェクト運営経費給付金

２．機材設備等購入整備給付金

３．電力増強工事給付金

４．研究課題給付金

５．雑収入

ａ．収入計

１．プロジェクト管理費

２．実験室改造費

３．資機材購入費

４．研究および野外調査費用

５．通信・交通・事務費用等

６．給料・労務費・医療費等

７．光熱・水道・家賃等

８．電力増強及び環境衛生費

ｂ．支出計

1993

200

200

20

47

62

73

202

－２

1994

600

70

670

60

206

74

125

46

50

561

109

1995

1,100

2,541

70

3,711

110

26

2,999

257

170

176

85

3,823

－ 111

1996

1,500

600

80

2,180

150

291

422

256

309

438

161

2,027

153

1997

2,200

400

150

2,750

220

107

508

184

524

401

146

400

2,491

259

1998

2,300

160

2,460

246

568

498

347

606

252

2,516

－ 56

1999

1,900

410

2,310

266

216

38

510

324

857

252

2,463

－ 153

2000

1,600

896

19

2,515

55

25

1,238

328

206

1,170

59

3,081

－ 567

計

11,400

4,037

400

940

19

16,796

1,127

918

*5,909

*2,158

*1,999

*3,648

*955

450

17,164

－ 368

支
　
出

差　額　ａ．－ｂ．

* 本表は中国側から提出された業務報告書を基に日本側で該当項目を集計したものであるが、＊の欄は中国資料の合計金

額と若干の差異がある。

　　表から明らかなように 2000 年までに中国側は約 1,700 万元（14 円／元とすれば約２億

3,000 万円）の費用を投入している。

　　投入のうち、資機材が最も大きな比率を占めている。中国側購入の主要機器は 1995 年

に購入した気体同位体質量分析システム（22 万 5,000 米ドル）、及び流体包有物顕微研究

システム（８万米ドル）の計 30 万 5,000 米ドル（約 254 万元）と、2000 年購入の四重極

質量分析装置＝流体包有物の研究にはクロマトグラフィーより適していることが判明した

ために購入（約 58 万元）である。

　　なお、2001 年の予算は次のとおりで、ほぼ 2000 年支出並みの金額になっている。

①　人件費・労務費等 117 万元

②　研究系統経費 580 万元

③　実験系統経費 600 万元

④　事務系統経費 600 万元

⑤　予備費 100 万元

　　合　計 305 万元

　　また、上記の金額とは別に、センターは国際局から2000年及び2001年の２年間で150万
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元の資金を得ている。この資金は大井鉱山に関する研究経費及び国際合作（国際連携）の

ために用いられる。その成果があがれば 2002 年以降にも、更に大きな資金を得られる可

能性がある。

B．評　価

　　プロジェクトの活動の活発化につれて中国側の投入費用も順調に増加し、2000 年には

300 万元の規模となった。現在、与えられた経費の範囲内で活動しているが、経費不足に

よる機器の稼動状況の悪化、研究活動の停滞等の問題は生じていない。

　　また、４重極質量分析装置の例でも分かるように中国側も可能な範囲において、研究成

果の向上のため、機器購入等の資金投下を行っている。

　　したがって、中国側の設備・運営経費投入は妥当であるといえる。

３－２　活　動

　野外地質活動及び採取サンプルの分析状況を表－４及び表－５に示す。

表－４　1994 ～ 2000 年までの野外活動実績表

注）センターの業務報告書「野外工作概況」を集計したもの。参加者は調査ごとの人数を加算したもの。

1994年

1995年

1996年

1997年

1998年

1999年

2000年

日中合同調査 中国単独調査 合　計

参加者

日　本 中　国
回　数 日　数 回　数 日　数 回　数

人・日

日　本 中　国

７

２

３

７

11

13

46

26

21

118

136

190

23

４

３

37

13

23

28

７

８

35

17

21

１

５

３

６

４

６

６

13

７

22

14

17

１

10

５

９

11

17

13

199

52

39

740

236

308

133

543

217

310

1,383

687

542
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表－５　1995 ～ 2000 年までのサンプル測定

サンプル総数

薄片製作 Normal

Polish

2-Polish

Block

鉱物分離

蛍光X線分析

X線回折分析

EPMA

原子吸光分析

ICP/MS

化学分析

陰極発光分析

流体包有物

フーリエ変換顕微赤外分析

同位対比 H

O

S

Sr

Nd

等時線 Rb-Sr

Sm-Nd

広域地質

1,615

320

993

55

32

1,400

40

202

10

304

95

20

９

144

24

10

12

15

25

４（33）

１（８）

鉱床地質

1,952

655

253

19

63

126

17

42

95

344

15

15

33

３（13）

計

3,567

2,055

259

221

73

430

17

137

20

９

95

488

39

25

45

15

25

７（46）

１（８）

採取資料数

6,200

（測定点数）

括弧内は

表示測定数

（1）活動の概要　　

　　研究活動は大きく２段階に大別される｡すなわち、1994 年 10月から 1997 年は研究活動の第

１段階で、その中心は研究基礎体制の確立に置かれた｡すなわち、実験室建設で土木・電気工

事等による実験室の改造、購入設備機器の検討、設備の組み立て・据え付け、調整、実験技術

の掌握と技能の向上を図った｡また、華北台地北部地域の広域地質及び鉱床生成作用について

文献調査並びに冀東・冀北地区内蒙赤峰、大井地区等での野外地質調査を行った｡この結果、

中国側は中生代伸展構造を背景としたマグマ－流体の挙動と鉱床生成作用の研究成果を根拠

に、華北台地北部の鉱物資源探査研究を重点テーマに設定、1997年中国科学院より資金援助を

獲得した。日本の専門家は「研究モデル地域」を設定して合同研究することを提案した。こう

したことから、1997年10月上旬､日本の巡回指導調査団訪中時、日中合同調査委員会で華北北

部の大井地区約 5,000km2（大井－安楽－黄崗及びその周辺を総称して「大井地区」という）を
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「研究モデル地区」とし、鉱床生成作用と地質学的背景をテーマとする研究を行うことになっ

た。具体的には該当地区の地質構造を明らかにし、中生代の火成活動にかかわる鉱化作用の性

質を地球化学的に検討､資源探査を学問的に支持する背景となるような鉱化モデルを模索する

ことである。

　　第２段階はこの「研究モデル地区」を対象とした研究活動である。すなわち、「大井地区」

の野外地質調査と当該地区の研究文献調査による、地質と鉱床生成作用の研究。併せて同生鉱

床生成作用と後生鉱床生成作用、あるいは両作用の可能性についての研究を行った。広域地質

面では、広域地質構造のバックグラウンド､マグマと流体の活動、二畳紀堆積作用の岩相古地

理環境､鉱床生成の場等、９方面から研究した。鉱床地質面では大井銀銅多金属鉱床、安楽錫

鉱床、黄崗鉄錫鉱床を重点的に、鉱床構造の発達規制、鉱石の組織・構造、母岩の特性、鉱床

生成年代及び鉱床地球化学等６方面からの調査を行った｡

（2）活動実績

　　PDM に組み込まれた活動と実績は以下のとおりである。

1）　基礎的研究技術の向上（成果１に対応）

a）野外における地質調査、岩石・鉱物鑑定とサンプル収集を行う。

b）岩石・鉱物の薄片を作製し、また鉱物を分離する。

c）顕微鏡での岩石・鉱物鑑定及び X線回折法で鉱物相分析を行う。

d）化学分析と EPMA による成分分析を行う。

e）鉱物中の流体を取り出し、化学分析及び安定同位体の測定を行う。

f）岩石鉱物中の Rb-Sr、Sm-Nd、Ar-Ar などの年代測定を行う。

g）岩石・土壌などの主成分及び微量成分分析、統計処理を行う。

　a）～ f）の活動は表－４及び表－５で明らかなようにすべて実施されている。

2）　鉱床の形成過程の検討（成果２に対応）

a）成因の異なる岩石の各種鉱物中の包有物の量、化学組成・同位対比を測定し、既に開発さ

れている鉱床鉱物中のそれぞれのデータと比較する。

　　1998 ～ 2000 年にかけ、次の包有物成分、生成温度、塩濃度等を比較した。

　　i） 大井鉱床の花崗岩の石英と鉱床の石英・方解石・蛍石

　　ii）黄崗鉱床及び付近の花崗岩の石英と鉱床の石英・スカルン鉱物

　　iii）安楽鉱床及び付近の火山岩の花崗岩・火山岩の石英と鉱床の石英・蛍石

b）地質学的過程（マグマの貫入、結晶作用、変成作用）における流体の特徴の変化を調べ、

鉱床生成作用の地質学的過程での位置づけをする｡

　　1998～ 2000年にかけて黄崗鉱床において花崗岩の鉱物組成・化学組成から流体の特徴
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を明らかにし、鉱床の鉱物組成・化学組成から鉱床形成流体の性質を確認、両者のデータ

を結びつけて地質学的過程における位置づけが行われた。

c）地球内部・表層部における流体の時代的・空間的変化を検討する。

　　林西地区の玄武岩ノジュールについて、地球深部で形成された流体の性質に関する検討

を行った｡また同地区の花崗岩等の深成岩について地殻深部の流体の性質を検討した。安楽

鉱床や大井鉱床では浅部流体の時空変化の検討を実施した（検討期間　1998～ 2000年）。

3）　推定埋蔵量の地球化学的検討（成果３に対応）

a）異なった種類の鉱床について流体の特徴を細分化する。

　　大井鉱床、黄崗鉱床、安楽鉱床の他、赤峰地区花崗岩に伴う金鉱床の流体の特徴を同位

体・希土類・化学組成から細分化、また礬山鉱床の輝岩、閃長岩・燐灰石中の黒雲母につ

き水素同位体を用いて流体の特徴を細分化した（1999 ～ 2000 年実施）。

b）同じ鉱床内での流体の性質の時間的、空間的変化を調査する。

　　大井鉱床において効果のステージの検討、すなわち大井鉱床の鉱化流体のもたらす時間

的・空間的変化の検討を行った。黄崗鉱床及び安楽鉱床においても同様の検討を行った

（1999 ～ 2000 年実施）。

c）鉱床の母岩の流体と鉱床形成流体との関係を調べる。

　　大井鉱床、黄崗鉱床及び安楽鉱床において、それぞれ鉱床母岩の流体と鉱床形成流体と

の関係を鉱物組成・化学組成・微量成分などから流体の特徴を調べることによって検討し

た（1999 ～ 2000 年実施）。

4）　探査適用区域の広域地質学的検討（成果４に対応）

a）地質構造運動と鉱床形成関係をフィールドにおいて検討する。

　　地質構造運動は広域調査により、鉱床形成は各鉱床で稼動している鉱山の調査等で行

い、両者の構造的関係は堆積岩構造、火成岩分布、裂かパターンなどからフィールド調査

で検討した｡

b）鉱床賦存可能な地域の元素（特にCu、Au、Ag、希金属、希土類）の各岩石中の含有量等

高線を作成する｡

　　大井鉱床において元素濃集度に関する等高線図を作成した（1999 ～ 2000 年実施）。

c）これらの鉱床に関係したデータバンクを確立する。

　　収集したデータのデータバンクを確立。また、各種データは図表にまとめられた（1994～

2000 年実施）。

5）　組織・機構の整備（成果５に対応）

a）地球化学的研究方法による鉱物資源探査を実施するに必要な組織・機構を検討するととも

に構築する｡
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b）地球化学的研究方法による鉱物資源探査を実施するにあたって、必要な研究者・技術者

の能力資格を検討する｡

c）地球化学的研究方法による鉱物資源探査を実施するにあたって、必要な研究者・技術者を

確保する｡

d）地球化学的研究方法による鉱物資源探査を実施するにあたって、必要な予算を確保する。

　　前回調査団報告にあるようにa）～d）が達成されたのはプロジェクト開始後約２年を経

た 1996 年 10 月であった｡　以降上部機構に変更はあったが、研究に必要な組織・機構、

研究者・技術者の質・量、予算等は 2001 年、維持・強化されている。

6）　機材の整備（成果６に対応）

a）上記の活動に必要な、適格な資機材を調達する｡

b）それらの資機材を据え付けし、操作方法を習得するとともに保守管理を行う｡

　　前回調査団報告にあるよう機材が据え付けられ操作可能となったのはプロジェクト開始後

２年を経た1996年10月であり、それ以降の操作方法の保守管理は円滑に進んだ。また、1999年

以降に購入した資機材の選定・調達、操作方法の習得、保守管理も順調に行われた。

　活動の外部条件

　・野外探査・資料採集が問題なく行われる。

　・既存地質情報へのアクセスが自由にできる｡

　　野外調査を実施するにあたっては、軍事禁制区を避ける必要があるほか、関係する地方

自治体や鉱山などとの協議や折衝も行わねばならず、調査研究対象地域の選定にあたって

は十分な時間をかける必要があった｡　地形図や地質図などは、本プロジェクトを推進す

るうえでの基礎資料であるが、C／Pの努力にもかかわらず、軍事上の問題からプロジェ

クト開始以降ほぼ３年間はこれらの情報へのアクセスが困難であった。また鉱山から数種

の関連資料が提供されたものの、プロジェクトで意図する高度な活動を行うには、精度が

極めて低かった。組織・機構・機材の整備に対する活動で述べたプロジェクト開始以降の

約２年間に及ぶ中国側体制の不備と併せて、これら２つの外部条件も本プロジェクト遂行

にあたって大きな障害となった（以上前回調査団報告）。

　　全地球測位システム（GPS）の活用その他により、現在では大井地区におけるこの外部

条件による問題は解消されている。

３－３　成　果

成果１：地質学、岩石学、鉱物学、鉱床学、地球化学の分野における鉱物資源探査に必要な

基礎的研究技術が習得される。
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〈指標〉　・プロジェクト終了時までに各種データ測定マニュアル、測定取りまとめ表が作成

される。

　　　　・ C／Pが担当する機材の稼働１年以内に各種データの正確な測定ができるように

なる。

　各種測定マニュアル、測定データ取りまとめ表は機械稼動後半年以内に作成され、各実験室に

備えつけられている。

　機材の稼動後１年以内に大半の機械で各種データの正確な測定が行われるようになっている

（MAT262固体同位体質量分析、Delta S 気体同位体質量分析、蛍光X線、ICP/MSの標準サンプ

ル測定結果データをフロッピーにて入手）。また、機器固有の問題あるいは精度向上についても

プロジェクトで検討、解決した〔例：成果報告書：第１編　蛍光 X 線の微量成分化学組成、

「1999 ～ 2000 年報」（以下「年報」という）p.113 ～ 143〕。

　測定結果は次のとおり。

・「大興安嶺南段花崗閃長石類コンタミネーションの原因に関する研究」（「年報」p.248 表１、

表２）

・「大井銅 - 錫多金属鉱床の生成作用とマグマ流体の関係」（「年報」p.270 ～ 271）

　その他、多くの論文に用いられている。

　したがって、地球化学探査に必要な基礎的研究技術が習得されたといえる。

成果２：鉱床を形成する流体の組成及び同位体の特徴、鉱床形成年代等を検討する能力がつ

く。

〈指標〉　・プロジェクト終了時までにC／Pが各種データの科学的な判定ができるようにな

る。

　C／ Pは各種データの判定ができるようになった。

・「内蒙古黄崗－大井多金属鉱床生成区の花崗岩の成因と鉱床生成との関係（「年報」p.212 ～

214）」

・「大興安嶺南段中生代伸展鉱床生成システム（「年報」p.215 ～ 221）」

　上記の論文において、流体の組成及び同位体の特徴を把握し、かつ鉱床形成年代を測定してい

る。

成果３：存在する有用金属の鉱物の種類及び地球化学的方法を主体とした推定埋蔵量を検討

する能力がつく。
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〈指標〉　・プロジェクト終了までに選定されたフィールドの鉱床地域の累帯性、範囲が決定

される。

　　　　・ プロジェクト終了時までに鉱床地域ごとの元素分布特徴変化図が作成される。

・「堡子湾金鉱床中の元素による地球化学的鉱床生成に関する予測研究」（「年報」p.251～ 258）

で、華北台地北縁の堡子湾金鉱床における微量元素の三次元分布・垂直方向の累帯配列が研究

され、これらをベースに金の分布状態（金品位と鉱床範囲）を予想した。

　また、次の報告等では、選定されたフィールドの鉱床地区の累帯性、範囲が決定された。

・現在、取りまとめ中の「中国鉱物資源探査研究センタープロジェクト成果報告書」（以下「セ

ンター報」と記す）の第４編第１章「大井鉱床地質と探鉱」第５節で鉱化の累帯構造（主要鉱

物の空間変化、元素の累帯構造、流体の空間変化）について述べる。

・「内蒙古東部大井錫多金属鉱床の鉱化元素分布特性の初歩的研究」（「年報」p.288～ 297）にお

いて Cu、Sn、Ag、Pb 等について元素分布特徴変化図が作成されている。

　以上のように指標は達成され、C／Pは地球化学的方法を主体とした推定（予想）埋蔵量を検

討する能力を習得している。

成果４：開発の可能性能ある探査適用区域を指摘する能力がつく。

〈指標〉　・プロジェクト終了時までに鉱床地域ごとの元素分布特徴変化図が作成される。

　　　　・ プロジェクト終了時までに鉱床地域ごとの組成・年代・同位対比等の表が作成さ

れる。

　元素分布特徴図については成果３．で述べたように作成されている。

　また、次の報告もある。

・「大興安嶺南段中生代伸展鉱床生成システム（「年報」p.215 ～ 221）」において、20 の鉱床ご

とに鉱石組成、年代、鉱床規模、鉱床タイプを鉱床生成岩体について取りまとめ、p.217の「表１

大興安嶺南段主要鉱床の鉱床タイプと鉱床生成年代」として報告された。

　以上のことからC／ Pが探査適用区域を指摘する能力がついたと判断できる。

成果５：地球化学的手法を主体として、鉱物資源探査を実施するに必要な組織・運営体制が

整備される。

〈指標〉　・各種データに関する検討・討議のための発表会が頻繁に開かれる。

　2000年３月現在、地球化学、鉱物学、岩石学、構造地質学、鉱床学、鉱物資源学並びに地球化
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学探査に必要な分野の研究者20名と各分析機器に９名の技術者を有しており、彼らは能力的に多

数のなかから厳しい条件で選択されたエリート集団である｡予算の面では中国科学院から優遇的

支援を受けている。また、今回のプロジェクト遂行にあたっては、広域地質と鉱床地質とを分掌

し、成果をあげている。かかる点から組織・運営体制は整備されているといえる。

　また、指標の達成については、1997 年４回、1998 年 28 回、1999 年 19 回、2000 年 19 回合計

70回の日中合同研究・検討会を実施した。その内容は調査計画及び調査の進捗状況確認、機器分

析測定結果・測定精度向上策、研究発表、招聘講師による講演会等、多岐にわったっている。

　これらの研究・検討会を通じ、プロジェクトにおいてセンターの方向が一層明確化し、組織・

運営体制の強化につながった。

成果６：地球化学的手法を主体として鉱物資源探査を実施するに必要な機材が整備される。

〈指標〉　・プロジェクト終了時までにすべての機材が稼働する。

　　　　・ プロジェクト終了時までにすべての機材の操作・保守管理マニュアルが整備され

る。

　「業務報告書 材料５ 活動実績 主要設備の組み立て据え付け、調整と運転状況」に詳述されて

いるように、ほとんどの主要設備が稼動している。ただ１つ現在稼動していないのは、ガスクロ

マトグラフで、これは流体包有物の測定に中国側の要請で購入使用されたが、流体包有体測定に

は適切でないことがわかり、四重極質量分析装置に切り替えたためである。

　しかし、他の用途には使用可能な状態で維持されている。

　すべての実験室、また大型機器について、実験室管理及び大型機器操作マニュアルがあり（17種

類の管理・操作マニュアルのフロッピーを入手済み）使用されている。

　以上、必要な機械は整備されている。

成果総括　

　PDMの成果６項目は、２年間の遅れはあったが、現在ではすべて達成されている。

成果に関する外部条件

・技術移転を受けた C／ P が異動・離職しない。

　研究者は１名が北京大学の研究生になって離職。

　技術者はEPMA担当者２名が離職。現在は３人目である。この機械については操作性等の問題

があり、技術者の定着が難しかった。

　またMAT262 の技術者も１名離職した。

　人員の補充については基本的に、センターの研究者、研究生を充当している。

　したがって、今のところ、C／Pの異動・離職は少なく、後任はセンター内から充当しており、
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外部条件が成果の達成に影響することはなかった。

３－４　プロジェクト目標

目　標

　　中国科学院地質及び地球物理研究所所属の中国鉱物資源探査研究センターにおいて、鉱

物資源（特にCu、Au、Ag、希金属、希土類）の地球化学的方法を主体とした探査が実施

される。

〈指標〉　1）　プロジェクト終了時までに選定したフィールドの地質・構造・岩石の特徴が明

らかになる。

　　　　2）　プロジェクト終了時までに選定したフィールドの全岩の組成が明らかになる。

　　　　3）　プロジェクト終了時までに選定したフィールドに産出する鉱物の種類と特徴が

決定される。

　　　　4）　プロジェクト終了時までに選定したフィールドの地質図に鉱物・岩石の組成的

特徴の変化図を作成できるようになる。

　プロジェクト目標は「中国科学院地質及び地球物理研究所所属の中国鉱物資源探査研究セン

ターにおいて、鉱物資源（特にCu、Au、Ag、希金属、希土類）の地球科学的手法を主体とした

探査が実施される」となっているが、本センターは探査活動を行う組織ではなく、研究組織体で

ある。したがって、このプロジェクト目標は「地球化学的手法を主体とした探査のための基礎研

究が実施される」と置き換えて、評価した方が妥当である。

　現在センターでは「中国鉱物資源探査研究センタープロジェクト成果報告書」を取りまとめ中

である。このうちプロジェクト目標に係る記述が含まれるのは、次の各章である。

第２編　華北北部における若干の地質・鉱床調査結果

第２章 華北台地北縁中生代動力学体制転折及び対流体の鉱床生成の制約

第３章 中蒙古赤峰地区花崗岩の分化及び金の鉱化との関係

第４章 冀西北水泉地溝雑岩体のマグマ作用及びその金鉱化との関係

第５章 冀西北水泉地溝雑岩体の鉱物学研究

第６章 台地北縁中生代広域流体活動及びその鉱化特性の概略

第７章 礬山輝岩、閃長石、燐灰石岩中の燐灰石 - 黒雲母の水素同位体分配の研究

第８章 冀北金銀多金属鉱床区

第９章 冀東地区銅多金属地質特性と鉱床系列

第 10 章 華北北部中生代鉱化作用に関する若干の問題の検討
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第３編　広域地質特性

第１章 大興安嶺及び周辺の広域地質の特徴

第２章 華北北部の地球物理場の特徴とその地質学的解釈

第３章 大井地区の構造地質の研究及びその鉱化作用との関係

第４章 大井地区の二畳紀岩相古地理の特徴及びその鉱化作用との関係

第５章 内蒙古自治区林西県大井鉱山北西の林西層の研究

第６章 林西地区の火成岩の特性及びその鉱化作用との関係

第４編　鉱化作用及び探査への応用

第１章 大井鉱床錫多金属鉱床の地質、鉱化作用と探査の方向

第２章 黄崗粱鉄錫鉱床の地質と鉱化作用

第３章 安楽錫鉱床の地質的特性と鉱化作用

第４章 鉱化地帯の流体分化及び鉱化作用

第５章 大興安嶺中南部の鉱化作用と探査の方向

　これらの論文中で下記のように、指標１～４について記載されることになっている。

・指標１　地質・構造・岩石の特徴……第２編、第３編

・指標２　全岩の組成……第２編、第３編、第４編

・指標３　鉱物の種類と特徴……第２編、第３編、第４編

・指標４　地質図上に鉱物・岩石の組成的特徴の変化を記載……第４編

上記結果による鉱床形成モデルの提示……第４編

　以上の結果からプロジェクト目標は達成されている、ということができる。

プロジェクト目標に関連する外部条件

・中国国内資源探査にかかわる探査計画が策定される。

　中国における鉱物資源探査の必要性はプロジェクト開始時から現在に至るまで変わっていな

い。

・探査のための人員・予算が配置される。

　探査活動は地方自治体や鉱山企業体に委ねられるであろう。当センターの探査研究に関して

は中国科学院の人的・資金面での支援は適切であった。

・国家有色金属工業局の協力が得られる。

　有色金属からも C／ P のメンバーとして数名が参加し、当プロジェクトに協力した。

　外部条件は相対的にプロジェクトのプラス方向に作用した。
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３－５　上位目標

上位目標

　中国国内で鉱物資源（特にCu、Au、Ag、希金属、希土類）が発見される。

〈指標〉　新鉱床が発見される。

　この上位目標もセンターの役割、あるいは非鉄金属、希金属、希土類鉱床探査の困難度、偶発

性を考慮すれば、「地化学探鉱手法が普及し、他の探査法と併せ使用され、探査活動が活発にな

る」と言い換えたほうが妥当であろう。

　センターで研究された地球化学的方法が中国で普及されるには、とりあえず現在の活動及び研

究成果を広報することが重要である。

　センターでは２年間に80編の論文を発表し、そのうち29編は他の論文に引用され、高い評価

を得ている。

　これまでに探査活動の主体組織である地方自治体（内蒙古自治区）に対してセンターの研究活

動の説明をした｡

　また、中国科学院の「院刊」に1999年紹介された。野外調査時には現地のテレビで紹介されて

いる。

　現在センターの研究、特に実験設備に対しては大学・研究所が関心を示し、分析依頼があった。

　しかし、地方自治体、鉱山等からの探査手法、研究についての問合せはない。

　センターはようやく自立した状況にあり、センターの研究成果が地方自治体、鉱山に普及して

いくのは、今後のセンター主体的な活動を待たねばならない。

上位目標に関する外部条件

・鉱物資源が引き続き必要となる。

　中国の第10次国家５か年計画（2000～ 2004年）では鉱物資源中、特に銅の探査が重点目標

になっている。また、希土類に対してはイットリウムより原子量の大きな希土類、又タングス

テンについては採算性の低い鉱山を閉鎖するとともに、大鉱床の発見に力点を置いている。

・中国国内産出の資源鉱物が輸入に比して有利である。

　確かに、経済性として重要な外部条件ではあるが、少なくとも探査計画の遂行にあたって、

インフラ、国際価格の動向、国内供給予定地点、カットオフ品位等経済性を検討して有望地域

を絞り込んでいくべきであり、その点では、外部条件というより、プロジェクト遂行計画上の

１要素ということもできる。
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第４章　評価５項目による評価

　評価５項目の考え方を表－６に示す｡

　表－６　評価５項目の考え方（FASID「PCM手法に基づくモニタリング・評価」）

上位目標

プロジェクト目標

成　果

投　入

評価５項目

目標達成度 インパクト

（効果）

妥当性 自立発展性効率性

「プロジェクト

目標」が達成

されたか、「成

果」がその達

成にどれだけ

貢献したか。

プロジェクト

を実施した結

果、どのよう

な正負の変化

が直接間接に

現れたか。

「プロジェクト

目標」、「上位

目標」は評価

時においても

目標として意

味があるか。

援助終了後、被

援助国の機関・

組織がどれだ

けプロジェク

トの正の効果

を維持するこ

とができるか。「投入」が「成

果」にどれだ

け転換され

たか。

４－１　目標達成度

　本プロジェクトは、その実施過程において大きく２段階に区別できる。第１段階は組織・運営

体制の確立、機材の調達・整備、研究資料の収集と研究対象地域の選定にあり、第２段階は選定

された地区において地球化学的探査のための基礎的研究を行うことであった。

　成果５の組織・運営体制の不備〔カウンターパート（C／P）の不足、予算執行上の問題）〕、及

びそれに起因する成果６．の機材整備の不備（機材用実験室の改造、整備の遅延）による計画の

遅延で、第１段階の終了までに３年間を要した｡また、地形・地質情報が解放軍参謀本部によっ

て管理されているといった外部条件も、この間プロジェクトの遂行に作用した。

　組織、体制、機材が整備され、第２段階に到達したのは1998年に始まる野外調査からであった

（以上、前回調査報告）。

　第２段階に入ってからは、野外活動、採取サンプルの分析が精力的に実施され、地球化学基礎

的研究技術が習得され（成果１）、特定モデル地域とされた大井鉱床・黄崗鉱床・安楽鉱床、及

びその周辺における研究において、各種測定データを解析することで、鉱床の形成過程の検討

（成果２）、推定（予想）埋蔵量の地球化学的検討（成果３）、探査区域の広域地質学的検討（成
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果４）を行い、プロジェクト目標の達成像である「鉱床形成モデル」を提示することが可能になっ

た。その結果は各種の論文として発表、あるいは取りまとめ中である｡

　調査対象地域に対し、地球化学的手法を主体とした探査のための基礎研究という目標は遅延が

あったものの、内容的には計画どおり達成されたといえる。

　また、大井鉱床の効果背景及び鉱化機制の研究の進歩、大井・安楽・黄崗鉱床の鉱化ステージ

の野外的特徴の確認、新しい鉱化の特徴発見、異なった鉱床の形成流体の種類の確定など成果を

あげている（前回調査報告）。

４－２　効　果

　プロジェクトは、「地球化学的手法を主体とした探査」を実施することにより、中国国内にお

ける基礎科学分野の発展に貢献している。特に、水素同位体の測定を鉱床学、岩石学、鉱物学等

に全面的に応用することは、中国国内においては初めての試みであった。これらを含め、セン

ターが作成する報告書や万国地質学会における報告等を通じて、プロジェクトは中国科学院をは

じめとした関係機関に基礎科学の重要性を示してきた。

　その結果、大学では北京大学、南京大学、研究所としては貴陽地球化学研究所、広州化学研究

所、自治体組織としては新京地質鉱産部がセンターのデータ測定装置に着目、分析・共同研究を

依頼してきた。また、環境化学分析にセンターの機器を利用したいとの希望もある。このように

派生的効果はあがっているが、中国の実際の探査活動の主体である非鉄金属国有企業の集合体で

ある中国銅鉛亜鉛集団公司、中国レアメタル希土金属集団公司をはじめ、地方自治体等までには

影響が及んでいない。

　また、プロジェクトが目標を達成したことにより、人員削減を一面に有する知識創新工程にお

いて、センターの研究者は増員され、かつ多くは基地内に残り、研究費も増加する等の効果が

あった。また、国際局の評価も高まり、センターは 2000 年、2001年の２年間に 150万人民元の

資金（大井鉱山研究と国際合作研究用）援助を受ける等、正の直接効果があがりつつある。

　プロジェクト実施による負の効果は直接的・間接的にも発現していない。地球化学探鉱自体は

他の探査法に比して環境負荷の小さい探鉱法である。しかしながら、探鉱が成功すれば、鉱業活

動につながり、環境に対する負の効果が懸念される。良いプロジェクトは強権をもってしても実

施するという、中国政府独特の支援も多少あるが、やはり探査の段階から対象とする鉱産物の環

境負荷の程度と対応策を検討しておく必要がある。

４－３　実施の効率性

　投入された機材の利用度は高く、多くの分析・測定がなされ、成果の達成に大きく貢献した。

また、技術移転を受ける研究者の多くはプロジェクト遂行にあたっての専門的背景を有しており、
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一方、日本の専門家の学術・技術レベルも高く、技術移転は比較的円滑に行われた。訪日した

C／ Pは、専門分野に関する研修を受けるかたわら、日本の研究機関の制度・体制についても理

解を深くした。このことにより、センターで主に測定・分析に従事する技術者とその結果の判定・

利用に携わる研究者間の相互理解が深まり、センターにおける研究体制の整備と分析・測定の精

度向上に大きく寄与した。プロジェクト開始後の立ち遅れがあったものの、プロジェクトの投入

が成果に転換される過程における効率性は高く、かつその成果は中国国内における初めての試み

や世界的レベルに達するものも含んでおり、効率性は高いといえる。

４－４　計画の妥当性

　プロジェクト計画時点において、生じていた中国国内における鉱物資源の消費量の増大、国内

における鉱物資源の供給不足は現在も引き続き生じている。

　特に銅資源においては1998年の需要120万 tに対し、国内生産は40万 tと極めて小さい。この

ことから中国は第 10次５か年計画において、銅鉱の探査の重要性を打ち出している。

　また輸出商品である希土類、タングステンに関しては市場経済確立に向け、不採算鉱山を閉山

すると同時に、経済性の高い鉱床、すなわち原子量の大きい希土類鉱床、大型タングステン鉱床

等の探査開発を指向している。

　このような状況のなかで、上位目標である「中国国内で鉱物資源が発見される」は現時点にお

いても妥当性を有している。

　中国は鉱物資源探査技術に関し、地質学、鉱物学、鉱床学、地球物理学の分野では研究、技術

開発の歴史も長く、そのレベルも高水準であり、これらの手法による鉱物資源探査は大きな成果

をあげてきた。しかし、地球化学的な研究については、機材の不足もあって立ち遅れていた。中

国は広大な国土面積を有しており、まず探査にあたっては地球化学的方法を用いて、広範な地域

から鉱床賦存のポテンシャリティーを検討し、探査対象地域を絞り込んでいけば、効率よく鉱床

探査ができる。この点で、現在でも地球化学的な分野における探査能力向上に係る中国国内の

ニーズは鉱物資源探査技術を総合的に向上させる意味から依然として高く、プロジェクト目標は

終了時評価の現時点においても妥当性を有している。

４－５　自立発展性

　機材の保守管理は良好である。機材には管理責任者がおり問題なく使用している。測定、分析

の技術は移転済みであり、そのデータの精度から十分技術を習得していると判断できる。こうし

た基礎技術の向上に立脚して成果２～４の探査項目の検討がなされ、地球化学的アプローチが達

成されているので、プロジェクト終了後も「地球化学的手法を主体とする探査」を研究技術的な

面からみて自ら実施することは可能である。
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　中国国内では基礎科学の重要性がますます重視されつつある。現在、中国科学院は基礎科学の

重要性にかんがみ「知識創新工程」を推進し、科学基地の建設計画を実施している。「地球化学

的手法を主体とする探査」というプロジェクト目標は、基礎科学及びその応用基礎科学の発展に

大いに寄与している。中国科学院は組織的な面からもこの研究分野を重視しており、この政策か

らセンターの今後の自立発展は期待し得る。

　財政的な面ではプロジェクト開始以来、中国科学院はセンター運営のため毎年200万元以上を

経費として与え、更にデルタS及び四重極等の外国製機材購入のために38万米ドルを支出した。

このようにセンターへの財政的な支持は大きい。中国科学院は目下、基地建設を行っており、国

家も基地となる科学技術機関に対する国家の支援は大きい。したがってプロジェクト終了後にお

いても消耗品、予備品の交換等についての経費には問題がない。しかし市場経済という環境下に

おいてセンターの財政的自立発展のためには、依然としてセンターの努力が求められている。

　中国科学院はセンターの更なる自立発展性を図り、できるだけ早く実験技術と科学研究におい

て国際的先端水準に達せしめ、国民経済と社会の発展に寄与させるために、プロジェクト終了後、

センターを鉱物資源探査のための国際開放実験室とするように、予算及びその他の面においても

必要な援助を与え、高い国際レベルでの国際研究協力を展開するよう努力を続けている｡中国側

がとった国際開放実験室整備のための措置は、高く評価され、センターの自立発展性は期待し得

ると認識している。

　中国国土の広さ、地質の複雑さを考慮し、更に広い地域で研究を行う場合、国際的な連携の強

化が必要である。それと同時にセンターの実験設備を十分に生かし、センターの国際化発展を早

めるために外国の研究者に向けた研修も必要である。近隣諸国に打診したところモンゴル国、朝

鮮民主主義人民共和国、大韓民国、ロシア連邦、ルーマニアが参加を希望している。この研修は

2001年６月に第１回目を開催する予定である。必要に応じ、今後日中の継続的な協力があれば自

立発展性はより確固としたものになると判断する。なお、国際局より国際連携に対する資金援助

も得ており、国際連携が軌道に乗れば、資金援助も継続的になる可能性が高い｡

　ただし、例えば誘導結合高周波プラズマ質量分析（ICP/MS）が 2001年に入ってから修理に手

間取っていることなど、老朽化する機材に必然的に発生する故障について、それに対応できる体

制をとらなければ、自立発展性が阻害されることも考えられる。

　また技術者の多くが基地外に置かれていることも、知識創新工程の今後の進展方向によっては、

自立発展性に影響を与える要因となり得る。

　また、センターの今回の成果報告内容について、実際探査活動を行っている中国銅鉛亜鉛集団

公司などが関心を持ち、手法の導入を検討するかどうかが地球化学的手法の普及にとって、重要

である。センターも自立発展性を確固たるものにするため、次のステージにおいてはこれらの企

業体との連携が必要になろう。
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第５章　結論及び提言

５－１　 結　論

　機材並びに組織・運営体制が整備され、日本人専門家とカウンターパート（C／ P）双方の努

力により、プロジェクトの活動は効率的かつ円滑に実施され、確実に成果も出ている。これによ

り、地質学、岩石学、鉱物学、鉱床学、地球化学の各分野における鉱物資源探査の地球化学的方

法を主体とした探査技術は習得され、かつ中国における科学分野の発展にも大きな効果をもたら

しつつある。このことから2001年８月31日において、本プロジェクトを終了することに問題は

ないと判断する。

５－２　  提言及び教訓

（1）提　言

1）　微量元素等を対象とする測定や分析に際し、その精度を確保し、かつ得られたデータを

正しく判定するためには、試料の準備から分析に至る過程に細心の注意が必要である。しか

しながら、現状では研究者と技術者間の研究に対する意思疎通が必ずしも良好に行われてい

るとは言い難い。センターの学術レベルを国際水準まであげるには、先進諸国で行われてい

るように、この分野の研究者が実験の細部にわたって責任をとる姿勢必要となる。この点か

ら、技術者と研究者との間の相互理解を更に深めるべきである。

2）　中国科学院は、中国における基礎科学発展のため、今後ともセンターの活動を推進する

のに必要とされる財政的・政策的支援を、継続的に行うべきである。

3）　センターに供与されている機材は、その種類・仕様ともに世界的にみても高い水準に達

している。センターは、これら機材の保守・管理を行うため、今後必要と予想される消耗品・

スペアパーツ等を確保し、技術者を適材適所に配置し、場合によっては技術者の増員を実施

するなど、中国科学院からの財政的人的支援を含め、最大限の努力を行う必要がある。

（2）教　訓

1）　プロジェクト開始にあたっては、建物、施設、職員を含めて新しく準備する必要があっ

た。このため、地球化学的方法を主体とした鉱物資源探査を実施するのに必要な組織・運営

体制の整備に予想以上の時間が必要となり、当初約２年間はプロジェクト活動が滞った状態

であった。その結果、実質的に５年間必要であったプロジェクトの活動に支障をきたし、

２年間の協力延長をすることになった。今後、プロジェクト実施以前の準備期間を十分考慮

のうえ、プロジェクトを開始すべきである。

2）　国家安全保障上の観点から地形図等が入手できない国は多い。したがって、プロジェク
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ト開始にあたっては、必ず入手の可能性を確認し、入手が困難であれば衛星データの入手、

測量作業の必要性等を検討し、準備が整ったのち、プロジェクトをスタートさせるべきであ

る。

3）　C／P側の体制づくりの遅れによって生じる投入ロスを防ぐため、組織・施設等が新設さ

れるケースにおいては、プロジェクト開始時期は相手の体制・機器の受入れ準備等が確定し

たのを確認後、とすることが望ましい。

4）　C／ Pの研修期間については受入側と C／ Pの双方で、プロジェクト開始時に全期間を

見通した計画を立案することが望ましい。

5）　プロジェクトによっては使用設備・機器に細かい仕様を要求されることがある。特に細

かい仕様を要する機器については、購入にあたって調達者、プロジェクトの専門家、（必要

であればメーカーを交えて）の詳細な打合せが必要である。

５－３　 その他

　モデル地域で成立した「研究モデル」を拡大応用して、センター本来の課題であった「華北北

部の地質と鉱物資源の研究」を実施すること、なかでも中国に不足している銅資源の確保をめざ

す調査研究に重点を置きたいとして、中国側は広域地質学及び資源地質学の分野を担当、指導す

る専門家の協力を強く希望している。これに対し、日本側はこの旨関係当局に伝え、個別専門家

派遣の可能性を検討すること確約した。

　しかしながら、日本側は以下に示す事項が今後も中国側の努力によりなされる必要がある旨主

張し、中国側はこれを確約した。

（1）センターの活動を継続するうえで必要とされる既存の地形・地質情報、華北北部で開発され

た鉱山関係の資料、その他関連する文献等の入手、整備に努める。

（2）センターの活動の進行に応じて、必要とされる専門分野を有するC／Pの増員を含め配置の

合理化を行う。

（3）今後、センターの活動の中心は個々の基礎的分野の研究からこれらを総合して行う研究段階

へと進む。よって、今後は各自の専門分野を超えて研究成果の交換を行うほか、C／ Pがプロ

ジェクト目標達成に向け、個々の役割を十分認識するとともに、総合的なアプローチを行うこ

ととする。

（4）センターの活動を通じて達成される研究成果を、国際会議、国内会議、学術誌等において広

く発表していく。

（5）分析測定の精度を保証するため、研究者自らが分析・測定の過程とそれに用いる機材の操作

に習熟する。

（6）センターが実施する外国の研究者に対する研修は、センターの国際化にも有効であるので、

今後積極的に実施するようにする。





付　属　資　料

１．協議覚書

２．終了時評価調査対処方針表

３．プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

４．プロジェクト方式技術協力終了時評価調査表

５．年度別活動実績表

６．日本側投入総括表

７．中国側投入総括表
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